
６次産業化の優良事例

① 広島県世羅町の事例

世羅高原６次産業ネットワーク

○ 農業者の高齢化、担い手不足により農業が崩壊
してしまう危機的状況を解決するため、地域ぐるみ
の６次産業化を決意。
○ 取組当初から６次産業化のコーディネーターの役
割を担う人物が存在。
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ネットワーク会員（７３団体（Ｈ２７））

事務局

連携

参加７３団体間で
イベントや商品開
発等の連携

売上高：約２３億円（Ｈ２５）

多様な事業者によるネットワークを生か
した各種イベントの開催、新商品開発、
直売所での販売、都市農村の交流
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② 高知県馬路村の事例
○ 青果出荷で消費される習慣が乏しいゆずの規格外
品の有効活用を図るため、加工品を開発してゆずに
馴染みのない地域でも受け入れられる商品の開発を
決意。
○ 地域をブランド化する農業と観光の結びつきに着
目。

〈生産部門〉
農地所有適格法人
株式会社ゆず組合

〈加工部門〉
・ ゆずポン酢
・ ゆず胡椒
・ ゆずドリンク等
・ シードオイル
・ 化粧品

〈販売部門〉
有限会社ゆずの森

（直販所）

馬路村農業協同組合

馬路村ゆず生産農家
組合員１９０名

高知大学農学部、医学部 ・ 一般流通
・ インターネット

配当
全量買取

出荷 共同研究

出 荷
商 品

ＪＡが組合員から原料を全量買い取り

加工から出荷・販売・広報・クレーム対応
にいたるまで一体的にプランニング

村の名前を前面に出した商品開発

青果出荷が困難なゆずを有効
活用するためジュース・ポン酢
しょう油など付加価値向上の
商品を開発

特産のゆず商品により馬路村の魅力を全国に発信

○ 売上高：３０億円（Ｈ２７）
○ 雇用者数：９７名（Ｈ２７）

馬路村のゆず

缶入りのごっくん馬路村
（ゆず飲料） ４４



③ 岐阜県高山市の事例

生産部門
トマト栽培に加え、新たに

ニンニク栽培

トマトジュース
専門店

農協・市場・
百貨店・スーパー

加工部門
・トマトジュース

消費者へ直接販
売

農業体験イベント
の開催や、地域や
都市圏のマルシェ

等に出店

こだわりのトマトで作った美味しいジュースやパスタソースを
味わってもらいたい！

トマトの種を自分たちで採取して
種から育てるこだわり方で、新し
い農業のスタイルに挑戦

（株）寺田農園

トマトペーストにニンニクを
加えたパスタソースや
調味料の開発

○ ホテル勤務から高山市でトマト、露地野菜などを
生産する専業農家に転身。

○ こだわりの栽培方法でトマトの基本価格の向上と
規格外品の有効活用を図るため、平成22年に法人化
して加工所を新設し、加工を開始。

○ 平成26年にトマトジュースを直売するための専門
店を開店。

開発したジュースや
パスタソース

○ 売上高：5,700万円（Ｈ２７）
○ 雇用者数：１５名（Ｈ２７）

女性目線で自慢のトマトで美しく、健康に！
自社生産したトマトを使用した加工品の製造販売
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④ 愛知県半田市の事例

生産部門
・あいポーク

販売部門
ファーマー
ズマーケット
「プリオ」

加工部門
・ハム
・ソーセージ
・串カツ 等

スーパー
直売所
契約店

（有）石川養豚場

販売
消費者

販売

取引先 商品開発、加工技術支援

消費者がその価値に納得する商品を
適正な価格で提供したい！

徹底した衛生管理とトウモロコ
シ主体の独自配合飼料により、
肉や脂の付き具合を調整

地元の嗜好に合ったみそ味の
商品など土地柄にマッチした商
品開発

先進的な直売所の事例調査
と全て自社製品での品揃えに
より、消費者に安心を付与

○ 都市近郊の養豚業は周辺住民への配慮から規模
拡大が困難であり、飼料高騰などの影響から利益が
減少傾向。

○ 生産から加工、販売の一貫経営により、規模は現
状を維持したままでも付加価値を高め、利益率を向
上させる６次産業化の取組を決意。

○ Ｈ１５年→Ｈ２５年で約１．５倍に増加
○ 雇用者数：加工販売部門で約２倍に増加

豚一匹を余すことなく商品化！
飼育にこだわったブランド豚の直接販売
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⑤ 三重県御浜町の事例

生産部門
・みかん
・いよかん 等

加工部門
・ジュース
・スイーツ
・酢 等

百貨店
通信販売

デザイナー

販売

提携

希少価値、プレミア感を高めたみかんジュースで
ブランド力をさらに向上したい

糖度を上げるため、袋掛け
して樹上で完熟

廃棄ロスは出るが、酸味を抑え、
まろやかな味になるよう、収穫した
みかんを寝かせる

シリアルナンバー付き限定販売
によるブランド力の維持・向上

贈答用みかんジュース

高級化路線への思いきった転換
とことん味にこだわったみかんのブランド化

○ 売上高：9,350万円（Ｈ２６）
○ 雇用者数：２４名（Ｈ２６）

○ 売上げは伸びるが減益が続き、生産量ではかなわな
い大生産地との正面からの勝負を避けるため、差別化
戦略によるブランド化を決意。

○ 他産地や農協が手を出しにくい、高くても味にこだわる
人たちをターゲットとした商品開発を着想。

４７

（有）すぎもと農園



農林水産物・食品の輸出戦略

２０１９年の輸出額：１兆円

一
年
前
倒
し
の
目
標
設
定

平成２５年８月策定の目標

農林水産物・食品
輸出額 実績

２０１４年 ６，１１７億円

２０１５年 ７，４５１億円

２０１６年 ７，５０２億円

２０１７年 ８，０７１億円

５ 農林水産物の輸出

４８

２０３０年に５兆円の実現を目指す

２０１７年１～６月
３，７８４億円

２０１８年１～６月
４，３５９億円

（対前年同期比＋１５．２％）



農林水産物・食品の輸出戦略

基本的な考え方

○ 国内の食市場が縮小する中で、アジアを中心に世界の食市場は拡大。
我が国のおいしくて、安全な農林水産物や食品は高い評価。

○ 輸出は、農林水産物・食品の販路拡大につながる重要な手段。
高い技術力により、四季がある日本で旬の農林水産物や多様な食品を提供で
きるということは我が国の農林水産業・食品産業の強み。
海外のニーズに合った高品質な日本産品を多く輸出できるようになれば農林
漁業者や食品事業者の所得向上も期待。
生産拡大の環境が整うことで、意欲ある若手担い手が新たに参入し、創意工
夫あふれた経営を実践していくことで、農林漁業の閉塞感の打開につながる。

○ 輸出の主役は、農林漁業者や食品事業者。
民間のチャレンジや創意工夫が一層引き出され、意欲的な取組が行われるよ
う、側面から支援していくことが政府の基本姿勢。 同時に、民間ではできない
外国の規制等への対応について、政府として全力で取り組む。 ４９



これまで

産地間競争からオールジャパンの体制へ

５０

新プロモーション機関の創設

①海外市場の詳細なニーズ把握、②どこの国・地域に、何（品
目）を、どこ（小売・外食・中食）で売り込むのかの戦略設定や③
農林水産物・食品のブランディングやプロモーション等の取組を
強化するため、農林水産物・食品の輸出促進にミッションを特化
した新たな輸出サポート機関として、平成２９年４月１日に「日本
食品海外プロモーションセンター」（略称：ＪＦＯＯＤＯ（ジェイフー
ドー））を新設。



農林水産業の輸出力強化戦略

（１） ニーズの把握・需要の掘り起こし

○ 現地のニーズを継続して把握し、情報をまとめて、提供する

・ 情報をＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）に一元的に集約・提供

○ プロモーションを統一的、戦略的に行う
・ 「国・地域別イベントカレンダー」を作成
・ 日本食品海外プロモーションセンター（JFOODO）の設置（平成29年4月１日）

○ 多様な方法でプロモーションを行う
・ トップセールスや大型イベントの機会の活用

○ 日本文化・食文化と一体として、売り込む
・ 日本食や食文化等を発信する機能を持つ施設の設置・運営を支援

○ インバウンドを輸出に結び付ける
・ 外国人旅行者に農山漁村や日本食・食文化を体験してもらう取組等を拡大し、
海外へ発信
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（平成２８年５月）



（２） 販路開拓、供給面の対応

○ 輸出についての相談をしやすくする
・ ＪＥＴＲＯと農林水産省の相談体制の強化

○ 農林漁業者や食品事業者と貿易のプロを結びつける
・ 海外バイヤーを国内の卸売市場や産地等に招聘しつつ商談会を開催

○ 様々な販売ルート、販売方法を提案する
・ 海外に産直市場を設置し、生産者が直接輸出する取組を支援

○ 海外ニーズにマッチして、生産する
・ ジャパンブランド定着のため、リレー出荷・周年供給体制を整備

○ 海外輸入規制に適合して、生産する
・ 輸出先国の動植物検疫等に対応した栽培方法や加工技術の確立・導入
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（３） 物流

○ 安く運ぶ
・ 共同輸送の促進等を通じた出荷単位の大口化
・ 最新の鮮度保持輸送技術の普及の促進・新規技術開発
○ より多く、品質を守って、運ぶ
・ 成田空港と那覇空港の貨物エリアの整備・拡大
○ 中小事業者が売りやすくする
・ 卸売市場について、海外バイヤー等に施設を開放

５３

（４） 輸出環境の整備

○ 輸出手続の手間を省く、輸出の障壁を下げる
・ 規制等の緩和・撤廃に向けた取組を加速化するため、内閣官房に「輸出規制等
対応チーム」を設置

○ 国際規格・認証をとる、本物を守る、イスラム市場に打って出る
・ ＧＬＯＢＡＬ Ｇ．Ａ．Ｐなどの国際的な認証取得の推進、日本発の国際的に通用す
る民間の規格・認証等の仕組みの構築



（５） 推進体制

○ 輸出戦略の実行をチェックし、更に進める
・ 輸出戦略実行委員会において、輸出戦略に基づく実行状況等の検証

○ 主要輸出先国で官民一体となった輸入促進体制をつくる
・ 在外公館、輸出業者等が協力して課題解決に取り組む体制を検討

（６） 意欲ある農林漁業者や食品事業者へのメッセージ

○ 国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略
・ それぞれの国・地域ごとに、現地の消費者の嗜好、日本や他国からの輸入の状
況などを分析し、輸出拡大に向けた課題と具体的な取組を示した「国・地域別の
農林水産物・食品の輸出拡大戦略」を策定

○ 品目別の輸出力強化に向けた対応方向
・ 米、青果物、茶、畜産物、水産物などについて品目別に輸出を目指す場合の課
題と今後の取組の方向を示した「品目別の輸出力強化に向けた対応方向」を策定
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岐阜県の主な輸出品目は、飛騨牛（H２８：２４．６トン）、
富有柿（H２８：４３．６ﾄﾝ）、鮎（H２８：１トン）など。この他、
日本酒、菓子、調味料（酢、醤油、味噌等）などの加工食
品を輸出。
・ 飛騨牛の輸出先は香港、台湾、マカオ、ＥＵ、米国で、
インドネシアへの輸出も目指す。 富有柿は香港、タイ、
台湾、鮎はタイ、ベトナムなどへ輸出。 加工食品は
香港、シンガポール、米国、中国などへ輸出。
・ 飛騨桃を香港に輸出（Ｈ２８：０．２５トン、Ｈ２９：１トン、
Ｈ３０：１．５トンの予定（ニーズは２．５トン））。

農林水産物・食品の輸出の事例
① 岐阜県

５５

② 愛知県

愛知県の主な輸出品目は、抹茶、花き、大葉など。こ
の他、温州みかん、次郎柿、梨、いちご、ミニトマトや日
本酒、水産加工品などの輸出にも取り組む。
・ 抹茶は米国、ＥＵ、花きは香港、豪州、シンガポール
大葉は台湾、温州みかんは香港などへ輸出。
・ 特に、国内有数産地の花きは、切り花及び鉢物を産
地、行政機関、市場が連携して中部国際空港を拠点
に「人・物・情報」のハブ化を目指す。

③ 三重県

三重県の主な輸出品目は、伊勢茶、温州みかん等柑橘
類、柿、ブリなど。この他、アイスクリーム類、日本酒など加
工食品を輸出。
・ 伊勢茶は米国、柑橘類はタイ、柿は香港、ブリは台湾、
香港などへ輸出。アイスクリーム類は米国、香港、日本酒
は香港、中国などへ輸出。
・ ブリ（生鮮品、冷凍品）は、中部国際空港から週２便で台
湾、香港へ輸出し、高鮮度のまま現地の小売店やレストラ
ンに提供。米国、ＥＵへも生鮮品の空輸に取り組む。
・ 今年度「伊勢茶輸出プロジェクト」を立ち上げ、米国への
輸出拡大を目指す。


